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１． はじめに 

 

民間企業では，在庫圧縮によるコスト削減等を目的と

して，倉庫や流通センターといった物流施設の統廃合に

より大規模な物流施設の立地を進める動きがあり，近年，

市街化調整区域等の開発と保全を総合的に考えるべき地

域での立地も進んでいる。 

大規模な物流施設は大量の大型貨物車交通が発生・集

中する施設であり，周辺環境や交通インフラの整備状況

に整合した施設立地の実現することは，都市計画や交通

計画として取り組むべき重要な課題となっている。 

本研究は，第４回東京都市圏物資流動調査（東京都市

圏交通計画協議会）の調査データを用いて，離散選択ロ

ジットモデルの適用による立地選択モデルを構築するこ

とにより，物流施設の立地可能性（立地ポテンシャル）

を 1km メッシュごとに計測し，物流施設の政策的な立

地誘導の可能性を分析することを目的としている。 

事業所などの立地選好に離散選択ロジットモデルを適

用する研究としては，林ら１）によるネスティッドロジ

ットモデルを工場立地の意思決定から立地選択までの行

動に適用しようとした試みや，宮本ら２）３）によるネス

ティッドロジットモデルを工場立地選択に適用しつつ，

用地面積の容量制約の導入を考慮した研究がある。これ

らは離散選択ロジットモデルを立地選好に適用したわが

国の先駆的な研究であった。その後，岩崎ら４）は首都

圏を対象にネスティッドロジットモデルを用いて詳細な

工場の立地要因を取り込んだ移転工場の立地選択モデル

を構築している。さらに加藤ら５）は全国の民間研究所

の立地選択ロジットモデルを構築することによってその

立地要因の分析を行っている。こうした実証研究によっ

て，事業所立地への離散選択ロジットモデルの適用可能

性が示され，その適用に係る知見が蓄積されてきている。 

物流施設の立地に関する研究としては，主としてトラ 
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ックターミナル等のコスト面や環境面からみた最適配置

に着目した研究が進められてきている。これには，とく

に山田らよる関西圏をケーススタディの対象とした研究
６）７）や，苦瀬らによる東京都市圏や 23 区を対象とした

研究８）９）がある。一方，物流施設の立地モデルや立地

要因分析に関する研究としては，物流施設の立地分布の

変動特性に着目した研究１０）や近畿圏のトラック事業所

を対象として立地モデル分析を行った研究１１），全国の

倉庫の立地に着目した研究１２）などが行われているが，

いずれも要因分析を行っているに留まっている。 

本研究では，第４回東京都市圏物資流動調査で得られ

た物流施設立地の調査結果に基づき，その立地行動をモ

デル化することで，物流施設の立地誘導施策を立案・評

価するためのツールを開発することを目的としている。

具体的には，東京都市圏を対象として 1km メッシュと

いう非常にミクロなゾーン区分を用いて，大規模物流施

設の選択確率を推計するための離散選択ロジットモデル

を推定し，さらにそのモデルを活用することによって，

大規模物流施設の政策的な立地誘導の可能性を分析して

いる。大規模物流施設を分析対象としていること，なら

びに 1km メッシュ単位という非常にミクロなゾーン区

分を対象としたこと，さらにはモデル分析の成果を実際

の立地誘導政策に有用な情報として提供しようとしたこ

とは，わが国における初めての試みであると考えられる。 

 

２． 立地選択モデルの推定 

 

（1） モデル構築の基本的考え方 

東京都市圏における大規模で広域的な物流施設の立地

ポテンシャルが高い場所を定量的に推計し，そうした物

流施設の立地誘導地域の選定や立地誘導による効果計測

などに役立てることを目的として，立地選択モデルの構

築を検討した。具体的には，2003 年東京都市圏物資流

動調査１３）の事業所機能調査（本体調査）の個票を用い

て，東京都市圏内の 1km メッシュ別の立地選択確率を

予測するための離散選択ロジットモデルを推定した。 

 



 

 

（2） 分析対象地域とゾーン区分 

分析対象地域は，茨城県南部と東京，千葉，埼玉，

神奈川の1都3 県である（図－1）。 

ゾーン区分としては，ミクロな視点からの分析を可能

とするため，国土数値情報の 3 次メッシュ区画（1km

メッシュ）を基本とした。このとき分析対象地域のメッ

シュ数の合計は 15,230 となる。 

 

（3） 推定に用いる立地データとモデル区分 

事業所機能調査（本体調査）で調査された物流施設の

サンプルのうち，比較的最近の立地選好をモデル化する

ため，1990 年以降に現在の場所に立地したサンプルを

パラメータ推定に用いた。モデルの区分は表－1 のとお

りである。まず，各サンプルの中から物流施設のみを抽

出し，その輸送圏域から大きく「広域的物流施設」と

「都市内配送センター」に分け１３），それぞれをさらに

敷地面積や業種によって 2 区分してモデルを推定した。 

表－1 モデルの推定区分 

広域的 

物流施設 

モデル1 
敷地面積 

3,000㎡以上 

主たる搬出圏域が「東

京都市圏域」以遠および

「都道府県を越える」物

流施設でも平均輸送距離

が40kmを超える施設。 
モデル2 

敷地面積 

3,000㎡未満 

都市内 

配送センター 

モデル3 運輸･倉庫業 広域的物流施設以外の

物流施設 モデル4 その他業種 

 

（4） モデル式 

離散選択ロジットモデルの適用を基本とするが，ゾー

ンの選択問題に離散選択モデルを適用する際には，ゾー

ンの分割統合の前後で選択確率が変化しないような特別

な考慮が必要となる。こうした問題への実用的な対処方

法については，Ben-Akiva ら１４）によって検討が行われ

ており，本研究においてもこの考え方を採用する。すな

わち，まず，あるゾーン i に含まれる立地可能な敷地ロ

ットの集合を Jiとし，個々のロットの立地効用関数を vj

（j∈Ji）とすれば，個々のロットの集合体であるゾーン

i の選択確率Piは次式で表される。 
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とおいている。Ben-Akiva らは，式（2-2）を具体的に

観測可能な変数を用いて定式化するために，以下で定義

されるゾーン i の平均効用関数 iV を導入している。 
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iM ：ゾーン i の立地可能な敷地ロットの数 

（Ji の要素数） 

この iV はゾーン i 内の個々の立地可能なロットの効用

関数の算術平均であり，観測可能なゾーン i の平均的な

特性変数によって説明可能と期待できるものである。そ

こで式（2-2）を， iV を用いて以下のように変形する。 
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上式の第 2 項はゾーン i における個々のロットの効用関

数値の変動に関する測度である。第 3 項はゾーン i 内の

立地可能な敷地ロットの数に関する項であり，ゾーン i

の規模に関する測度とみなしうる。第 2 項も第 1 項と

同様にゾーン i の特性変数の関数として説明できると仮

定すれば，結局，本研究で採用するゾーン（3 次メッシ

ュ）選択ロジットモデルは以下の形式となる。 
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ただし， 

 
図－1 分析対象地域 
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iP ：セグメント r の物流施設がゾーン（3 次メ

ッシュ）i を選択する確率 
r

iv ：ゾーン i 内の立地可能な敷地ロットの平均

効用とそのばらつきを表す効用関数（確定

項） 
r

iV ：ゾーン i の効用関数 

である。ここでゾーン i 内の立地可能な個々の敷地ロッ

トの数を表わす Mi については，直接観測することがで

きない。そこで当研究ではゾーン i の観測可能な規模を

表す変数Siに対して， 

ii SM                                 （２-６） 

Si：ゾーン i の規模変数（可住地面積－宅地面積

など） 

α：パラメータ 

を仮定することとした。これを式（2-5）に代入すると，

結局αは分母分子でキャンセルされ，消去されることに

なる。さらにゾーン i 内の立地可能な敷地ロットの平均

効用とそのばらつきを表す効用関数の確定項
r

iv が，ゾ

ーン i の特性変数 xki（k=1,2,…）の線形関数によって表

されると仮定すると，式（2-5）のロジットモデルの効

用関数は，以下のように定式化される。 

i

k

ki

r

k

r

i SxV ln             （２-７） 

xki：ゾーン i 内の敷地の平均的な立地効用を表す k 番

目の変数（立地要因変数） 

βk
r：パラメータ 

このモデルパラメータ推定においては，規模変数の項

lnSi の係数を 1 に固定し，βk
r を通常のロジットモデル

と同様に推定することになる。 

なお，ここで検討しているロジットモデルでは，選択

肢として首都圏全域における 3 次メッシュ（15,230）

すべてを対象として扱うこととなる。離散選択モデルを

用いてこのような膨大な選択肢がある場合の分析の問題

点として，膨大な数の選択肢を選択主体が同時に評価し

ているとは考えられないという点が挙げられる。このよ

うな問題に対する離散選択モデルの改良方法として最も

一般性を有するのは，分析者の各選択主体の選択肢集合

の認知に係る不確実性を確率的に表現する方法である。

表－2 立地選択モデルの説明変数 

説明変数 説明変数の算定方法 説明変数の考え方 

人口密度（Pi） Pi＝popi／hai（千人/km2） 

popi：ゾーン iの人口（千人） 

hai：ゾーン iの可住地面積（km2） 

物流施設が，周辺に住宅立地が尐ない地域

を立地場所に選択する傾向を表す変数 

通勤圏内の労働力人口 

（RPi） 

RPi＝  
j

jRpop （千人） 

Rpopi：ゾーン iから45分圏域内ゾーン jの労働力人口（千人） 

流通加工機能等で必要となる労働力の確保

の容易性を表す変数 

加工組立業への近接性

（ACCi） 

ACCi =    
j

ijj dC logexp   

Cj：地域 jの加工組立型工業出荷額（万円） 

dij：地域 ij間の道路距離（km） 

γ：パラメータ（＝1.1） 

広域的な物流施設への搬入元である加工組

立型産業への近接性を表す変数 

パラメータγとしては，事前に首都圏品目

別 OD 表を用いて分布交通量モデルを推定

し，そのパラメータ1.1を採用した。 

京浜港までの時間距離 東京港までの一般化費用（分） 主要港湾までの近接性を表す変数 

成田空港までの時間距離 成田空港までの一般化費用（分） 国際空港までの近接性を表す変数 

高速道路 ICまでの距離 ゾーン中心から最寄高速道路 ICまでの道路距離（km） 高速道路 ICへの近接性を表す変数 

地価 公示地価の平均値（千円/ km2） 物流施設の立地コストを表す変数 

市街化調整区域ダミー ゾーン内に市街化調整区域があれば１，その他の場合0 物流施設に適した立地用地確保の容易性を

表す変数 

用途地域 次の土地利用のゾーン内の対可住地面積比 

・準工業地域，工業地域，工業専用地域 

物流施設に適した立地用地確保の容易性を

表す変数 

土地特性変数 

（ダミー変数） 

以下の地域別ダミー（1or0） 

・市街部，臨海部，郊外部 

地域特性を表す変数で，東京都市圏を 3 区

分した６） 

敷地面積（GAk） 

（地域特性変数との組合せ） 

GAk＝gak×地域特性変数（ダミー変数） 

GAk：kサンプルの敷地面積変数 

gak：kサンプルの敷地面積（m2） 

郊外部での大規模な物流施設の立地の容易

性を表す変数 

コンテナ利用の有無 

（CNk） 

（地域特性変数との組合せ） 

CNk＝cnk×地域特性変数（ダミー変数） 

CNk：kサンプルのコンテナ利用の有無変数 

cnk：kサンプルの国際海上コンテナの搬出入の有無 

郊外における国際海上コンテナの取扱施設

の立地のしやすさを表す変数 

従業者数（ENk） 

（地域特性変数との組合せ） 

ENk＝enk×地域特性変数（ダミー変数） 

ENk：kサンプルの従業者数変数 

enk：kサンプルの従業者数（人） 

郊外において，流通加工機能等で必要とな

る労働力の確保の困難さを表す変数 

道路密度（RDi） RDi＝（rai／ai） 

RDi：ゾーン iの道路密度変数 

rai：ゾーン iの道路面積（km2） 

ai：ゾーン iの面積（km2） 

道路の利便性を表す変数 

メッシュの規模変数（Si） Si＝hai－bai 

hai：iメッシュの可住地面積（km2） 

bai：iメッシュの一般建物面積（km2） 

物流施設が立地可能な用地の総量を表す変

数 

 



 

 

表－3 パラメータの推定結果 

 

これは，Manski １５）によってその一般的な理論的枠組

が与えられた。わが国では森川ら１６）などの適用事例が

あるが，これらの方法はモデル構造とパラメータ推定が

複雑である。もうひとつの代替的な方法としては，選択

主体が認識する選択肢の数を，選択主体の活動拠点から

の距離低減関数として表現する方法である５）１７）。この

方法は簡便で非常に実用的な方法であるが，本研究では

活動拠点として利用可能な本社などに関する情報が得ら

れないため，その適用が不可能であった。 

そこで，本研究では簡単のため選択肢集合として首都

圏全域における全ての敷地を含めて分析することとした。

すなわち，本モデル構築においては，広域的物流施設の

立地を予定している意思決定者は，首都圏全域の立地可

能な敷地（ロット）の全てを想定し，その属性を比較考

量した結果，現在の立地場所に立地したものと仮定した。

この仮定はかなり強い仮定であると考えられるが，本研

究におけるモデルの構築目的が主として地域の立地ポテ

ンシャルを定量的に評価することであり，立地量を直接

予測することを主たる目的としているわけではないこと

から，この方針は妥当であると判断した。 

 

（5） 立地選択モデルの説明変数 

式（2-7）を構成する具体的な説明変数としては，立

地因子４）と東京都市圏物資流動調査で実施した物流施

設立地に際して重要視する要因に関する企業アンケート

調査の結果を踏まえるとともに，データの入手可能性を

勘案して，表－2 に示すような変数を検討した。また，

式（2-6）に示す規模変数 Si としては，可住地面積から

一般建物面積を減じた数値を採用することとした。企業

アンケートでは，道路の利便性，立地コスト，広い用地

の確保，従業員の確保，物流に適した周辺環境などを企

業が重要視していることが明らかになっている。 

ここで，市街化調整区域ダミーについては，近年，圏

央道沿線といった郊外部において開発許可によって市街

化調整区域内に立地する物流施設が多くなっていること

から，本研究ではとくに立地の容易さを表す変数として

導入することとした。 

なお，ここで検討できなかった主要な説明変数として

は，自治体による補助金などの立地誘導策や鉄道貨物取

扱駅までの近接性などが考えられる。これらの考慮につ

いては今後に残された課題である。 

 

（6） パラメータの推定方法 

今回推定するロジットモデルにおいては，パラメータ

の推定上，選択肢数が首都圏全域における 3 次メッシ

ュ数（15,230）となり，パラメータ推定に要する計算

量が膨大になること，安定した収束解が得られない場合

があること１８）などの問題があり，通常の方法では推定

が困難である。しかし，ロジットモデルの場合には，選

択肢の全体集合の中から無作為に尐量の選択肢集合の部

分集合を選択してパラメータの推定を行っても，サンプ

ル数が十分に大きければ，同一のパラメータに収束する

ことが知られている１４）１８）。そこで本研究では，パー

ソナルコンピュータと推定ソフトウエア（Gauss を使

用）の能力，ならびに作業効率を勘案し，サンプルごと

に 15,230 区画の中から実際に立地している区画以外の

メッシュを無作為に 199 区画抽出し，合計 200 区画の

要素を有する部分選択肢集合を抽出し，パラメータ推定

を行うこととした。推定には最尤法を用いた。 

なお，選択肢部分集合の要素数について，どの程度の

数を抽出すれば実用上十分なパラメータの推定値が得ら

れかについては，加藤ら５）による全国の 353 ゾーンを

対象として民間研究所立地モデルを構築している例があ

る。この研究では，部分選択肢集合の要素数を層別抽出

しながら徐々に増やしてパラメータ推定した結果，19

の要素数で十分に安定的なパラメータが得られたとして

モデルを構築している。以上の知見から，本研究では，

単純無作為抽出を行ったものの，200 という要素数は十

分な数であると判断した。 

 

（7） パラメータの推定結果 

表－3 にパラメータの推定結果を示す。本モデルでは



 

 

 

メッシュ

の凡例 

物流施設の立地 

ポテンシャル 

 全３次メッシュに対する割合 

 65 以上  立地ポテンシャル 65 以上のメッ

シュは、全メッシュの上位約３％ 

 60 以上 65 未満  立地ポテンシャル 60 以上のメッ

シュは、全メッシュの上位約 10％ 

 57 以上 60 未満  立地ポテンシャル 57 以上のメッ

シュは、全メッシュの上位約 20％ 

 

敷地面積3000㎡以上の
広域的な物流施設

 
出典：東京都市圏交通計画協議会「物流からみた東京都市圏の 

望ましい総合都市交通体系のあり方」平成18年5月 
 

図－2 大規模広域的物流施設の立地ポテンシャル 

原則として t値（の絶対値）が1に達する変数を採択す

ることとした。主要な説明変数について信頼性の高いパ

ラメータが得られ，また行政区別の立地件数を再現して

実績値と比較したときの単相関係数も 0.6 から 0.8 近く

の値が得られており，概ね妥当なモデルが構築できたと

判断した。 

 

３． 物流施設立地ポテンシャルの推計 

 

（1） 立地ポテンシャルの定義 

本立地選択モデルの効用関数式（2-7）によりメッシ

ュ区画ごとに算定される効用値（以下立地効用という）

を用いて，以下の偏差値をポテンシャル値として定義し

た。 
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ただし， 

Pi
r：セグメント r，メッシュ i のポテンシャル 

Vi
r：セグメント r，メッシュ i の立地効用 

rV ：セグメント rの立地効用の平均値 
r ：セグメント rの立地効用の標準偏差 

 

（2） 大規模広域物流施設の立地ポテンシャルの推計 

表－3 に示したモデル１（敷地面積 3,000 ㎡以上の広

域的物流施設）を用いて，現況における敷地面積 3,000

㎡以上の広域的物流施設の立地ポテンシャルを推計し，

実際の敷地面積 3,000 ㎡以上の広域的物流施設の分布

とあわせて図－2 に示す。立地ポテンシャルが高く推計

された地域は，臨海部や郊外部の地域となっていること

がわかる。さらにこの結果より，立地ポテンシャルが高

いと推計された上位 20％のメッシュ区画に実際に立地

している当該施設は 77％に達していることがわかった。 

 

（3） 道路整備によるポテンシャルの変化の推計 

東京都市圏では，現在，首都圏中央連絡自動車道（圏

央道）等の道路整備が進められており，高速道路整備の

進捗状況により，高速道路 IC 周辺において大規模で広

域的な物流施設の立地需要が高まる地域があると考えら



 

 

れる。こうした大規模物流施設の需

要動向を捉え，適切な立地誘導を図

っていくことが必要と考えられる。 

そこで，現在事業中の高速道路の

整備後（図－3）における立地ポテ

ンシャルを前項と同様に推計し，立

地ポテンシャルが高まる地域を示し

たのが図－4 である。この結果，郊

外部の高速道路 IC 周辺や臨海部で，

大規模で広域的な物流施設の立地ポ

テンシャルが高く推計されているこ

とがわかる。とくに郊外部での立地

ポテンシャルが高い地域の多くは，

市街化調整区域（図中の薄い灰色の

地域）となっていることがわかり，

こうした地域における秩序ある立地

のコントロールが今後の重要な課題

として抽出される。 

 

４． 立地誘導による移転需要量の推計 

本立地選択モデル（式 2-5）ではメッシュ区画

ごとの立地確率を算出することが可能なため，前

章と同様に敷地面積 3,000 ㎡以上の物流施設を対

象として立地誘導施策の立地需要量に与える影響

を分析した。 

大規模な物流施設の立地誘導策としては，立地用地の

提供が重要であると考えられる。その際，流通業務団地

や工業団地の造成による立地用地の提供の他，用途地域

の指定といった土地利用の変更による物流施設の立地誘

導策も考えられる。本研究では，郊外部での高速道路の

整備に併せて高速道路 IC 近傍の用途地域を工業専用地

域とすることで土地利用による物流施設の立地誘導施策

を講じた際の効果計測を行うこととした。工業専用地域

とした理由は，現在，東京都市圏の準工業地域，工業地

域では，工場跡地でマンション等の住宅開発が進み，騒

音・振動等の問題により夜間の物流施設の操業ができな

いといった土地利用の混在の問題が生じており，住宅等

の立地ができない工業専用地域の指定を物流施設の立地

に適した用地提供の施策として想定した。 

具体的には，高速道路整備後（図－3）において立地

誘導を図るべき地域におけるメッシュ区画内の工業専用

地域面積を変化させて立地確率を算定した。立地誘導を

図るべき地域としては，立地ポテンシャルが 57 以上で

あり，かつ圏央道の IC の近傍（IC から 2km 以内，あ

るいは 5km 以内で重さ指定道路の沿道）のメッシュを

選定し，当該メッシュの工業専用地域面積を 25％（東

京都市圏に工業専用地域を含むメッシュの平均値）とし

て，立地確率を計算した。さらに，現況の立地確率との

差分から移転需要量の増減を試算した。 

この結果より明らかになった内容を以下に整理する。 

① 郊外部の立地誘導区域への大規模広域的物流施設の

移転量は 180 施設で，これは全大規模広域的物流

施設の 7％に相当し，当該地区への相当量の物流施

設の移転インセンティブが生じ，本立地誘導策の有

効性が示唆される 

② このうち，郊外部から約 41％（郊外部の大規模広

域的物流施設全体の 7%に相当）が移転 

③ 同じく臨海部からは約 16％（同じく臨海部施設の

3％）が移転 

④ 同じく郊外部，臨海部以外の市街地からは約 43％

（同じく当該地域施設の11％） 

本モデルは，あくまでも時間の概念を含まない静学的

なモデルであるため，想定するような政策によって，直

ちにこの結果のような移転が生じるという解釈は成り立

たない。また，実際の立地量は，供給量の制約や需要の

集中による地価の上昇といった要因が考慮されて決定さ

れると考えられるが，本モデルではそうした影響を考慮

していない。また，道路整備や立地誘導策のインパクト

によって物流施設の統廃合の動きが生じ，新たな大規模

物流施設の需要が生じるといった影響も考えられるが，

こうした影響も考慮できていない。しかしながら，当該
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出典：東京都市圏交通計画協議会「物流からみた東京都市圏の 

望ましい総合都市交通体系のあり方」平成18年5月 

図－3 高速道路整備の想定 



 

 

立地誘導策によって潜在的にここで得られた程度の移転

ポテンシャルが生じるものと解釈することは可能である

と考えられる。 

 

５． おわりに 

 

本研究では，都市機能が高密度に集積する東京都市圏

を対象として，今後の物流政策の立案・評価に役立てる

ことを目的として，立地選択モデルを構築し，モデル分

析を実施した。その結果，以下のような成果が得られた。 

① 離散選択ロジットモデルを用いて，1km メッシュと

いう比較的ミクロな地域別の評価が可能な良好な立

地選択モデルを構築することができた。 

② このモデルを用いることにより，立地ポテンシャル

を定義し，現況，将来における立地ポテンシャルの

高い地域を把握することができた。この結果，将来

における市街化調整区域に対する立地ニーズの高ま

りが伺えるなどの政策課題を抽出することができた。 

③ さらに，本モデルを用いて用途地域指定による政策

感度を分析し，今後の立地誘導にかかる有用な情報

を得ることができた。 

とくに，上記②に関しては，1990 年以降における東

京都市圏の大規模で広域的な物流施設の立地場所の用途

地域をみると，準工業地域，工業地域，工業専用地域と

いった工業系用途地域に立地する物流施設が約 60％を

占めるものの，市街化調整区域に立地する物流施設も約

17％存在し，中でも，近年物流施設の立地が進んでい

る圏央道沿線といった郊外部においては市街化調整区域

での立地が多くなっている。本来，市街化調整区域は市

街化を抑制すべき地域であるが，以上のようにすでに開

発許可により物流施設の立地が進んでいる地域もみられ，

さらに圏央道等の新たな高速道路の整備に伴い，郊外の

市街化調整区域での物流施設の立地ポテンシャルの増加

も想定されることが本研究によって明らかとなった。そ

のため，今後，市街化調整区域における土地利用のコン

トロールが非常に重要な政策課題になると考えられる。 

本研究で構築したモデルは，東京都市圏全体の中で物

物流施設の立地ポテンシャルの

増加する地域
〔 高速道路整備後に立地ポテンシャル

（ ％が57以上 上位20 )のメッシュのう

、ち 立地ポテンシャルの増加が多い上
〕位20%のメッシュを表示 

市街化調整区域

【 】 用途地域 

（ ）高速・有料道路 現在 

一般国道・環七・環八

高速・有料道路

〔 （ ） 事業中 一部着工準備区間を含む 
〕の高速道路 

【 】 道路 

高速道路IC
 

出典：東京都市圏交通計画協議会「物流からみた東京都市圏の 
望ましい総合都市交通体系のあり方」平成18年5月 

 

図－4 高速道路による立地ポテンシャルの増加 



 

 

流施設の立地ポテンシャルをマクロに評価することが可

能であるが，今後は，特定の地域に着目し，物流施設の

立地誘導策による詳細な物流施設の需要量を推計できる

モデルへの展開が考えられる。また，今回説明変数への

導入を考慮できなかった自治体ごとの補助金施策といっ

た変数の取り込みも課題として挙げられる。さらに，本

モデルを立地誘導によって生じる道路上の物流交通量の

削減効果，CO2 や NOx，PM などの削減効果などの推

計につなげていくことも今後に残された課題である。 
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萩野保克**・遠藤弘太郎*** 

本論文では，第４回東京都市圏物資流動調査（2003 年）の調査データ用いて，離散選択ロジットモデル

の適用による大規模物流施設の立地選択モデルを構築することにより，東京都市圏の大規模物流施設の立

地可能性（立地ポテンシャル）を 1km メッシュという非常にミクロな区域ごとに計測した。さらに，当モ

デルを用いることにより，今後の道路整備による大規模物流施設の立地ポテンシャルの高まりを分析し，

政策的に非常に有用な情報を得ることができた。 
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in Tokyo Metropolitan Region－from the Tokyo Metropolitan Region Freight Survey* 
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In this study, a discrete choice logit model was developed to estimate location choice probabilities by 

1km2-mesh for regional logistics facilities within Tokyo Metropolitan Region，using the Tokyo 

Metropolitan Region Freight Survey data in 2003. The study also analyzes policies to direct the location 

for such facilities. Consequently likelihood of logistics facility location was estimated in the areas around 

expressway interchanges (IC) currently under construction. It was estimated through calculating 

location probabilities by mesh using the location choice model. 


